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商工観光労働部

１ 予算議案（商工観光労働部：歳出予算総括（一般会計・特別会計））

【議案第１号】令和７年度宮崎県一般会計予算
【議案第９号】令和７年度宮崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算
【議案第10号】令和７年度宮崎県えびの高原スポーツレクリエーション施設特別会計予算
【議案第11号】令和７年度宮崎県営国民宿舎特別会計予算

○各課当初予算額一覧

3
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令和７年度当初歳出予算説明資料（部別総括表）　　商工観光労働部
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

商工観光労働部 48,670,121 1,005,138 41,076,906 6,588,077 49,375,451 -705,330 98.6% 

  一般会計 47,902,240 1,005,138 40,309,025 6,588,077 48,938,093 -1,035,853 97.9% 

　　 商工政策課 40,502,802 38,218 38,414,956 2,049,628 41,959,105 -1,456,303 96.5% 

　　 企業振興課 1,607,567 94,128 336,465 1,176,974 1,429,067 178,500 112.5% 

　　 雇用労働政策課 1,608,625 664,956 89,412 854,257 1,650,935 -42,310 97.4% 

　　 企業立地課 1,131,136 7,961 40,819 1,082,356 881,964 249,172 128.3% 

　　 観光推進課 1,453,911 134,219 736,181 583,511 1,351,301 102,610 107.6% 

　　 スポーツランド推進課 709,896 34,874 472,356 202,666 712,480 -2,584 99.6% 

　　 国際・経済交流課 888,303 30,782 218,836 638,685 953,241 -64,938 93.2% 

　　         

  特別会計 767,881 0 767,881 0 437,358 330,523 175.6% 

　　 商工政策課 611,245 0 611,245 0 285,895 325,350 213.8% 

　　 観光推進課 156,636 0 156,636 0 151,463 5,173 103.4% 

区分
令和７年度
当初予算額

A

財源内訳 令和６年度
当初予算額 B

対前年度比較



１ 予算議案（令和７年度宮崎県一般会計予算）

○宮崎県総合計画アクションプランプログラム別施策体系表
（令和７年度商工観光労働部の主な事業）

商工観光労働部
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事業名 予算額
（千円）

担当課 備考

【プログラムⅠ】コロナ禍・物価高騰等からの宮崎再生
【政策】県民生活・地域経済の早期回復

○若年無業者等就職サポート事業 27,573 雇用労働政策課
正規雇用チャレンジ支援事業 13,164 雇用労働政策課

県内事業者の「稼ぐ力」強化支援事業 242,330 商工政策課
令和6年度
2月補正

○プレミアム付商品券等発行事業 590,400 商工政策課
令和6年度
2月補正

受注企業の価格転嫁促進事業 5,938 商工政策課
〇中小企業再生支援強化事業 24,000 商工政策課経営金融支援室
〇中小企業支援ネットワーク経営支援強化事業 5,270 商工政策課経営金融支援室

○ものづくり企業物価高騰対策設備等改修支援事業 101,742 企業振興課
令和6年度
2月補正

○特別高圧電気料金激変緩和事業 224,624 企業振興課
令和6年度
2月補正

賃上げにつながる職場環境整備支援事業 4,334 雇用労働政策課
令和6年度
2月補正

【政策】魅力あふれる「観光みやざき」の創生

「行きたくなる宮崎へ」ひなたの観光発信事業 42,812 観光推進課
令和6年度
2月補正

○魅力あふれる観光地域づくり事業 29,724 観光推進課
○ユニバーサルツーリズム受入環境整備事業 20,000 観光推進課
○宿泊業の生産性・サービス向上支援事業 129,550 観光推進課

宿泊業人材確保対策事業 6,350 観光推進課
みやざき観光情報発信強化事業 23,637 観光推進課
推し活で日本のひなたプロモーション事業 38,180 観光推進課

〇ナッシーリゾートin宮崎・県外発信事業 14,156 観光推進課
〇メタバースで「日本のひなた」PR事業 20,830 観光推進課

2025大阪・関西万博でMIYAZAKIの魅力PR事業 39,025 観光推進課
〇「日本のひなた宮崎県」国内誘致強化事業 17,486 観光推進課
○教育旅行誘致・定着促進事業 30,631 観光推進課
○宮崎の強みを生かした誘客事業 123,500 観光推進課

【重点項目】「観光みやざき」の魅力発
信と基盤づくり

【重点項目】貧困や孤立など困難を抱え
る人への支援

【重点項目】中小企業・小規模事業者の
支援等による県内経済の回復

アクションプランのプログラム・政策・項目



１ 予算議案（令和７年度宮崎県一般会計予算）

○宮崎県総合計画アクションプランプログラム別施策体系表
（令和７年度商工観光労働部の主な事業）
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事業名 予算額
（千円）

担当課 備考

○大阪・関西万博を見据えた観光誘客促進事業 48,000 観光推進課
○宮崎県人会活性化・ネットワーク化事業 13,000 国際・経済交流課
○ＭＩＣＥ強化事業 37,062 観光推進課
〇みやざきインバウンド誘致推進事業 18,652 観光推進課
〇油津港ファーストポート化事業 9,903 観光推進課
○外国人個人観光客誘客事業 195,000 観光推進課
〇みやざきインバウンド誘客回復・強化事業 95,350 観光推進課

インバウンド向け二次交通対策強化事業 41,050 観光推進課

スポーツツーリズムインバウンド強化事業 10,460 スポーツランド推進課
令和6年度
2月補正

〇プロ野球キャンプ環境充実強化事業 14,701 スポーツランド推進課
○スポーツランドみやざき誘客推進事業 88,506 スポーツランド推進課
○スポーツランドみやざき全県展開事業 66,081 スポーツランド推進課
〇スポーツキャンプ総合窓口等設置事業 11,204 スポーツランド推進課
〇屋外型トレーニングセンター管理運営事業 52,800 スポーツランド推進課

屋外型トレーニングセンター環境整備事業 108,000 スポーツランド推進課
〇プロチームキャンプ受入環境強化事業 10,610 スポーツランド推進課

大規模合宿・キャンプ等受入体制整備事業 32,940 スポーツランド推進課
○市町村スポーツ施設等整備強化事業 106,330 スポーツランド推進課
○みやざきスポーツツーリズム強化事業 33,000 スポーツランド推進課
○市町村スポーツ展開支援事業 20,000 スポーツランド推進課
○ツール・ド・九州開催事業 81,411 スポーツランド推進課

国際テニス大会誘致事業 4,882 スポーツランド推進課
【プログラムⅡ】希望ある未来への飛躍に向けた基盤づくり

【政策】希望ある未来への挑戦
〇プロフェッショナル人材戦略拠点事業 45,096 商工政策課経営金融支援室
〇製造業脱炭素推進モデル育成事業 23,590 企業振興課

脱炭素化技術研究開発支援事業 17,732 企業振興課
〇メタバースで「日本のひなた」PR事業（再掲） 20,830 観光推進課

アクションプランのプログラム・政策・項目

【重点項目】「観光みやざき」の魅力発
信と基盤づくり （続き）

【重点項目】外国人観光客の誘客強化と
みやざきＭＩＣＥの推進

【重点項目】国際水準のスポーツの聖地
「スポーツランドみやざき」のブランド
力向上



１ 予算議案（令和７年度宮崎県一般会計予算）

○宮崎県総合計画アクションプランプログラム別施策体系表
（令和７年度商工観光労働部の主な事業）
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事業名 予算額
（千円）

担当課 備考

【プログラムⅢ】「みやざき」の未来を創る人材の育成・活躍
【政策】子どもを生み育てやすい県づくり

○女性をはじめとする多様な人材の就業促進事業 48,706 雇用労働政策課
○働きやすい職場環境づくり拡大事業 3,732 雇用労働政策課
○働きやすい職場「ひなたの極」強化事業 3,519 雇用労働政策課

【政策】未来を担う子どもたちの育成
○少年少女国際交流事業 4,017 国際・経済交流課
○協定締結都市等との交流促進事業 5,600 国際・経済交流課

企業との協働型人材育成事業 6,526 企業振興課
○中・高校生の県内就職促進事業 40,285 雇用労働政策課

【政策】一人ひとりが自分らしく生き生きと活躍できる 共感・共生社会づくり
女性・若者応援！起業チャレンジ支援事業 25,850 商工政策課

○女性をはじめとする多様な人材の就業促進事業（再掲） 48,706 雇用労働政策課
○シルバー人材センター支援事業 8,050 雇用労働政策課
○女性をはじめとする多様な人材の就業促進事業（再掲） 48,706 雇用労働政策課
○外国人材受入支援事業 6,747 雇用労働政策課
○外国青年による国際理解・交流促進事業 19,865 国際・経済交流課
○多文化共生地域づくり推進事業 31,330 国際・経済交流課
○少年少女国際交流事業（再掲） 4,017 国際・経済交流課
○協定締結都市等との交流促進事業（再掲） 5,600 国際・経済交流課
○外国人材受入環境整備事業 40,941 国際・経済交流課
○「世界とのつながり」強化推進事業 17,313 国際・経済交流課

【プログラムⅣ】社会減ゼロへの挑戦
【政策】若者・女性の県内就業・県内定着の促進

女性・若者応援！起業チャレンジ支援事業（再掲） 25,850 商工政策課
○中・高校生の県内就職促進事業（再掲） 40,285 雇用労働政策課
○宮崎で働く魅力発信事業 13,954 雇用労働政策課

【重点項目】ふるさと学習やキャリア教
育の充実

【重点項目】「みやざきで暮らし、働
く」良さの創出と情報発信

アクションプランのプログラム・政策・項目

【重点項目】安心して子育てしやすい環
境づくり

【重点項目】新たな時代を生き抜く力を
育む教育の推進

【重点項目】女性も輝く地域づくり

【重点項目】高齢者が生き生きと活躍で
きる環境づくり

【重点項目】外国人と共生する社会づく
り・国際交流の促進



１ 予算議案（令和７年度宮崎県一般会計予算）

○宮崎県総合計画アクションプランプログラム別施策体系表
（令和７年度商工観光労働部の主な事業）

商工観光労働部
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事業名 予算額
（千円）

担当課 備考

就職説明会等開催事業 24,419 雇用労働政策課
若者等ふるさと就職応援事業 38,618 雇用労働政策課

○女性をはじめとする多様な人材の就業促進事業（再掲） 48,706 雇用労働政策課
「女性・若者が生き生きと活躍できる企業」開拓事業 8,188 企業立地課

〇企業立地促進補助金 942,760 企業立地課
【政策】みやざき回帰・県外からの移住の促進

○宮崎で暮らす働く、県内就職促進事業 40,247 雇用労働政策課
○UIJターン就職マッチング支援事業 7,888 雇用労働政策課
〇県外学生ＵＩＪターン就職サポーター事業 18,047 雇用労働政策課

若者等ふるさと就職応援事業（再掲） 38,618 雇用労働政策課
【政策】安心して住み続けられる持続可能な地域づくり

【重点項目】中山間地域の振興 〇企業立地促進補助金（再掲） 942,760 企業立地課
〇製造業脱炭素推進モデル育成事業（再掲） 23,590 企業振興課

脱炭素化技術研究開発支援事業（再掲） 17,732 企業振興課
【プログラムⅤ】力強い産業の創出・地域経済の活性化

【政策】産業を支える多様な人材の確保・育成
〇地域をつなぐ！みやざき商店街人材育成事業 6,048 商工政策課

〇プロフェッショナル人材戦略拠点事業（再掲） 45,096 商工政策課経営金融支援室
〇みやざきＩＣＴ産業を担う人材育成事業 9,969 企業振興課

発明くふう人財育成事業 1,668 企業振興課
ものづくり企業生産性向上等支援事業 8,592 企業振興課

○半導体関連人材育成事業 9,103 企業振興課
企業との協働型人材育成事業（再掲） 6,526 企業振興課

○みやざきフードビジネス人材育成支援事業 13,000 企業振興課食品・メディカル産業推進室

〇技能検定実技試験受検手数料助成事業 11,414 雇用労働政策課
〇ものづくり技能振興事業 3,926 雇用労働政策課
○未来の技能者育成事業 5,280 雇用労働政策課
○みやざきの伝統的工芸品継承事業 781 国際・経済交流課

【重点項目】ゼロカーボン社会づくり

アクションプランのプログラム・政策・項目

【重点項目】若者・女性の県内就職の促
進

【重点項目】移住・ＵＩＪターンの促進



１ 予算議案（令和７年度宮崎県一般会計予算）

○宮崎県総合計画アクションプランプログラム別施策体系表
（令和７年度商工観光労働部の主な事業）
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事業名 予算額
（千円）

担当課 備考

【政策】新産業の創出と地域経済の活性化
イノベーション共創促進事業 48,084 企業振興課

〇製造業脱炭素推進モデル育成事業（再掲） 23,590 企業振興課
脱炭素化技術研究開発支援事業（再掲） 17,732 企業振興課

〇知財等活用ビジネスプロデュース事業 15,000 企業振興課
〇みやざきスタートアップ創出・成長促進事業 23,561 企業振興課
○半導体等先端技術振興プロジェクト事業 7,834 企業振興課
○医療関連機器産業成長促進事業 42,853 企業振興課食品・メディカル産業推進室

○食品の安全認証取得等販売力強化事業 15,784 企業振興課食品・メディカル産業推進室

○外貨を稼ぐ食品開発・取引拡大推進事業 8,500 企業振興課食品・メディカル産業推進室

みやざきの未来を創る企業立地セミナー事業 3,689 企業立地課
令和6年度
2月補正

○地域工業団地整備促進事業 8,000 企業立地課
〇半導体関連企業誘致加速化事業 56,723 企業立地課
〇企業立地促進補助金（再掲） 942,760 企業立地課
○ものづくり企業海外販路開拓・拡大支援事業 7,358 企業振興課

～焼酎を世界の宝に～宮崎の本格焼酎魅力発信事業 32,968 国際・経済交流課
令和6年度
2月補正

○みやざき海外拠点運営強化事業 38,511 国際・経済交流課
○「世界の活力とりこみ」強化推進事業 21,256 国際・経済交流課
○「チームみやざき」による経済交流事業 11,068 国際・経済交流課

MADE IN MIYAZAKI海外マーケット開拓事業 24,000 国際・経済交流課

県内事業者の「稼ぐ力」強化支援事業（再掲） 242,330 商工政策課
令和6年度
2月補正

宮崎中小企業大賞事業 670 商工政策課
〇商工会等経営改善振興事業（事業費） 70,786 商工政策課
〇商工会事務局体制強化事業 26,016 商工政策課

受注企業の価格転嫁促進事業（再掲） 5,938 商工政策課
女性・若者応援！起業チャレンジ支援事業（再掲） 25,850 商工政策課

アクションプランのプログラム・政策・項目

【重点項目】新産業の創出と成長産業の
育成

【重点項目】世界市場への積極的な展開

【重点項目】地域経済を支える中小企
業・小規模事業者の成長促進



１ 予算議案（令和７年度宮崎県一般会計予算）

○宮崎県総合計画アクションプランプログラム別施策体系表
（令和７年度商工観光労働部の主な事業）

商工観光労働部

9
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事業名 予算額
（千円）

担当課 備考

〇中小企業金融対策費 38,523,567 商工政策課経営金融支援室
〇事業承継・引継ぎ応援補助金 18,000 商工政策課経営金融支援室
〇みやざき小規模企業者等設備導入資金貸付金 176,104 商工政策課経営金融支援室

みやざき地域経済けん引企業等育成事業 36,553 企業振興課
ものづくり企業生産性向上等支援事業（再掲） 8,592 企業振興課
下請企業振興事業 17,787 企業振興課

○輸送用機械器具関連産業総合支援事業 15,655 企業振興課

賃上げにつながる職場環境整備支援事業（再掲） 4,334 雇用労働政策課
令和6年度
2月補正

～焼酎を世界の宝に～宮崎の本格焼酎魅力発信事業
（再掲）

32,968 国際・経済交流課
令和6年度
2月補正

○県産品販路全国展開推進事業 2,117 国際・経済交流課
○県産品PRイベント･フェア展開事業 51,649 国際・経済交流課
○大阪･関西万博を見据えた県産品魅力発信強化事業 33,466 国際・経済交流課

県産品消費拡大イベント支援事業 1,800 国際・経済交流課

アクションプランのプログラム・政策・項目

【重点項目】地域経済を支える中小企
業・小規模事業者の成長促進（続き）



子ども・若者プロジェクト
～日本一生み育てやすい県への挑戦～

グリーン成長プロジェクト
～再造林率日本一への挑戦～

スポーツ観光プロジェクト
～スポーツ環境日本一への挑戦～

【取組の柱と方向性】
１.出逢い・結婚の希望を叶える

出逢い・結婚支援の充実・強化

２.子どもがほしい人の希望を叶える
第２子以降の希望を後押しする施策等の展開

３.安心して子育てできる教育環境をつくる
様々な環境の子どもを支え、
夢や希望を後押しする教育環境の整備

【取組の柱と方向性】
１.循環型林業の推進

産学官・県民が一丸となった再造林に係る
“宮崎モデル”の構築

２.循環型農水産業の推進
地域資源を最大限活用する宮崎らしい
取組の構築

３.脱炭素化による成長の実現
各産業部門の脱炭素経営の推進

【取組の柱と方向性】
１.世界レベルのキャンプ･大会の戦略的な誘致

競技別部会、ワンストップ窓口等による
誘致・受入体制の強化

２.戦略的・計画的なハード整備
スポーツ施設整備計画による施設の高質化

３.県内全域のスポーツ環境の充実
（全県化・通年化・多種目化）
県・市町村のネットワーク強化

【主な取組状況】
〇結婚支援コンシェルジュ２名を配置

（市町村担当、企業担当）
〇男性の育休取得に取り組む企業等の支援
〇県教育支援センター「コネクト」の設置

【主な指標の進捗状況】
〇合計特殊出生率

PJ前(R4):1.63 ⇒ 目標:1.8台
現況(R5):1.49（全国第2位）

○婚姻数
PJ前(R4):3,805組 ⇒ 目標:4,500組
現況(R5):3,592組

○県内高校生留学生数
PJ前(R元):88人 ⇒ 目標:400人
現況(R5):194人

【主な取組状況】
〇宮崎県再造林推進条例の公布・施行
〇全国初となる地域再造林推進ネットワーク

を県内８地域に設立
〇耕畜連携コンソーシアムを県内14地域に

構築

【主な指標の進捗状況】
〇再造林率

PJ前(H30~R2平均):73％ ⇒ 目標:90％以上
現況(R5):78％（全国第4位）

〇再造林推進ﾈｯﾄﾜｰｸ加入事業体数（累計）
PJ前:ー ⇒ 目標:400事業体
現況(R6):140事業体（1月末時点）

〇粗飼料自給率
PJ前(R3):88％ ⇒ 目標:100％
現況(R5):86％

【主な取組状況】
〇キャンプ総合窓口「ひなたスポ－ツ観光

ステーション」の開設
〇キャンプ・大会等の競技別誘致部会の設立
〇「ツール･ド･九州2025」の本県開催誘致

【主な指標の進捗状況】
〇プロチームキャンプ数（野球･サッカー･ラグビー）

PJ前(R4):32チーム ⇒ 目標:43チーム
現況(R5):31チーム（全国第2位）

〇春季キャンプ・合宿の経済効果
PJ前(R4):118億円 ⇒ 目標:150億円
現況(R5):107億円

〇観光入込客数
PJ前(R4):12,691千人回⇒ 目標:16,500千人回
現況(R5):13,574千人回

１ 取組の柱と方向性

２ 今年度の取組状況、主な指標の進捗

１ 予算議案（令和７年度宮崎県一般会計予算）

○日本一挑戦プロジェクトについて
商工観光労働部
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〈参考〉子ども・若者プロジェクト ～日本一生み育てやすい県への挑戦～

主な関連事業 ～社会減対策～
朱書き・網掛け…７年度からの新たな取組、改善する取組
「◎」…日本一挑戦ＰＪ推進基金を財源とする取組（他財源と併せて構成する取組を含む）
「・」…その他一般財源、国庫、宮崎再生基金等を財源とする取組
（※）…上記の事業数、予算額の外数となる取組

４－１　若者・女性の県内定着・活躍促進に向けた機運醸成

・女性活躍・男女共同参画の機運醸成（みやざき女性の活躍推進会議の取組強化） ・男女共同参画社会づくりの推進

　県民・企業向けシンポジウム開催、ＨＰリニューアルによる発信強化（優良事例等） 　男女共同参画センターによる相談支援、講座開催等

　受講対象に応じた研修プログラムの充実（経営者・管理職・女性リーダー） ・女性活躍促進に向けたアウトリーチ支援

　メンター・アドバイザー派遣、ひむかWOMANサイト

４－２　柔軟で多様な働き方ができる企業の拡大

◎女性にやさしい職場環境づくりに取り組む企業への支援 ◎働きやすい職場環境づくり・働き方改革の推進

　女性活躍に関する取組（積極採用、管理職登用、多様な働き方等）への奨励金 　 「仕事と生活の両立応援宣言」、「ひなたの極」、育児休業から職場復帰への奨励金

　女性が働きやすい環境整備（トイレ、更衣室、防犯カメラ等）への補助金 ・デジタル技術等による業務効率化の支援（※）

　デジタル技術等の導入・ＤＸに取り組む事業者への補助

４－３　働いている/これから働く若者・女性のチャレンジを応援

・若者のＵＩＪターン就職支援 ・都市部からの移住促進支援

　給付金の支給（29歳以下の三大都市圏等在住、＠３０万円/人）　 　移住支援金の支給 [国制度分]東京２３区 / [県独自分]三大都市圏等

　就職活動費用（宿泊・交通費）の補助⇒拡充：引越し費用も対象

・非正規労働者等の正規雇用への転換支援 ・県外大学生等のＵＩＪターン就職支援

　スキルアップ講座、企業見学、合同企業説明会等によるマッチング支援 　県外大学等と連携した学生への就職情報の提供や相談対応等

　みやざき若者サポートステーションのサテライトに支援員を配置、アウトリーチ支援 　宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンターにおける無料職業紹介

・中高生が県内企業の魅力に触れる機会の拡大 ・若者・女性の県内就職・定着の促進

　中学生の産業教育・職業体験機会を充実 　官民連携による奨学金の返還支援（拡充：年度途中採用者も対象）

　工業系高校の企業見学・デュアル教育システムの強化 　学生向け就職説明会、業界研究イベント、転職者向けキャリアカウンセリング、セミナー等

◎若者・女性等のキャリア形成・スキルアップ支援 ・女性就業支援の体制強化

　若者・女性の活躍につながるデジタル関連資格等の取得支援(建設産業) 　みやざき女性就業支援センター相談員・求人開拓員の増員による体制強化

　働く女性のキャリア形成・スキルアップ等に向けたテーマ別プログラム等（※）

　育児による離職者等向けＩＴスキル講座、託児サービス付インターンシップ等（※）

◎若者・女性等の起業チャレンジ支援 ・若者・女性等にとって魅力的な企業の誘致促進

　若者・女性に特化したビジネスプランコンテスト、受賞者への起業経費補助等 　若者・女性が求める就職先を意識した企業開拓の強化等

94百万円 49百万円

２６百万円 ８百万円

120百万円 ３５９百万円

１３百万円 ５8百万円

78百万円 71百万円

10百万円

 ４０百万円

３０百万円

95百万円

7百万円

247百万円

女性等

新卒等

非正規等

中高生

女性等

新卒等

非正規等

中高生

７年度当初 21事業
1,010百万円

７年度当初 49事業
2,320百万円

･･･商工観光労働部の取組
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〈参考〉スポーツ観光プロジェクト ～スポーツ環境日本一への挑戦～

主な関連事業

７年度当初14事業
3,712百万円

朱書き・網掛け…７年度からの新たな取組、改善する取組
「◎」…日本一挑戦ＰＪ推進基金を財源とする取組（他財源と併せて構成する取組を含む）
「・」…その他一般財源、国庫、宮崎再生基金等を財源とする取組
（※）…上記の事業数、予算額の外数となる取組

１　世界レベルのキャンプ・大会の戦略的誘致

・スポーツキャンプに関する相談体制の強化 ・キャンプ・大会等を実施するチーム等への支援

　総合相談窓口「ひなたスポーツ観光ステーション」設置、競技別誘致部会の設置 　サッカー春季キャンプ強化試合開催支援、トレセン利用プロチームの移動支援

・大規模スポーツイベント・大会等の戦略的誘致に向けた体制強化 　球春みやざきベースボールゲームズ開催支援（※）

　国内外代表合宿の受入支援強化、誘致コーディネーターの配置等

◎国際自転車ロードレース「ツール・ド・九州2025」大会の開催 ・誘致セールスの実施（※）

　２０２５大会の開催、大会の事前周知や当日イベント等 　大学等へのセールス・セミナー、キーマンを招請した受入環境のＰＲ等

◎男女の国際テニス大会の誘致

　男子「ＡＴＰチャレンジャー大会」、女子「ＩＴＦ国際大会」

◎大規模なキャンプ・大会に備えた誘客・交通対策

　開催期間中のライドシェア導入、交通輸送対策･盛り上げ対策

２　戦略的・計画的なハード整備

◎県総合運動公園のスポーツ施設改修 ・屋外型トレーニングセンターの管理運営（※）

　ひむか球場の両翼拡張など、プロチーム・アスリートに対応した施設の高質化

・県総合運動公園テニスコートの改修 ・木崎浜サーフィンセンターの管理運営（※）

　国際水準のテニスコートへの改修、管理棟の再整備等

・木の花ドームの改修（※）

　芝の高質化、基礎となる土壌の改良等

◎屋外型トレーニングセンターの機能強化

　観客席･アスリート休息施設（東屋）の設置、駐車場の改良等

３　県内全域のスポーツ環境の充実

・全県化に向けたスポーツ施設・合宿所の整備支援 ・スポーツツーリズムの推進　　　

　市町村による施設整備・資機材導入、スポーツ合宿所等整備支援 　ゴルフやサーフィン、サイクリングなどのスポーツを生かした誘客促進

◎キャンプ・合宿に向けた既存宿泊施設の充実 ・宮崎の強み（スポーツ等）を生かした誘客（※）

　窓口自動化等の生産性向上、サービス向上支援 　キャンプ・合宿会場から県内周遊促進、観光情報発信

－
(6年度完了)

108百万円

　1２6百万円 ３３百万円

130百万円 124百万円

33百万円

３か年総額
1,935百万円

53百万円

３か年総額
3,２２３百万円

２百万円

11百万円

66百万円

81百万円 89百万円

5百万円

25百万円

･･･商工観光労働部の取組
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１ 予算議案（商工政策課：歳出予算総括（一般会計））

13

13

令和７年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　商工政策課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

商工政策課　計 41,114,047 38,218 39,026,201 2,049,628 42,245,000 -1,130,953 97.3% 

  一般会計 40,502,802 38,218 38,414,956 2,049,628 41,959,105 -1,456,303 96.5% 

　（款）労働費 31,124 0 0 31,124 43,582 -12,458 71.4% 

　（項）労政費 31,124 0 0 31,124 43,582 -12,458 71.4% 

　　（目）労政総務費 31,124 0 0 31,124 43,582 -12,458 71.4% 

　（款）商工費 40,471,678 38,218 38,414,956 2,018,504 41,915,523 -1,443,845 96.6% 

　（項）商業費 40,376,558 26,043 38,394,956 1,955,559 41,829,330 -1,452,772 96.5% 

　　（目）商業総務費 216,637 0 99,073 117,564 244,134 -27,497 88.7% 

　　（目）商業振興費 40,159,199 26,043 38,295,883 1,837,273 41,584,474 -1,425,275 96.6% 

　　（目）物産振興費 722 0 0 722 722 0 100.0% 

　（項）工鉱業費 95,120 12,175 20,000 62,945 86,193 8,927 110.4% 

　　（目）工鉱業総務費 58,646 0 98 58,548 45,796 12,850 128.1% 

　　（目）工鉱業振興費 25,850 12,175 13,675 0 26,204 -354 98.6% 

　　（目）計量検定費 10,624 0 6,227 4,397 14,193 -3,569 74.9% 

　        

区分
令和７年度

当初予算額　A

財源内訳 令和６年度
当初予算額 B

対前年度比較



１ 予算議案（商工政策課：歳出予算総括（特別会計））

14

14

令和７年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　商工政策課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

  特別会計 611,245 0 611,245 0 285,895 325,350 213.8% 

　小規模企業者等設備導入
　資金特別会計

611,245 0 611,245 0 285,895 325,350 213.8% 

　（款）商工費 285,377 0 285,377 0 246,741 38,636 115.7% 

　（項）商業費 285,377 0 285,377 0 246,741 38,636 115.7% 

　　（目）小規模企業者等
　　　設備導入事業助成費

285,377 0 285,377 0 246,741 38,636 115.7% 

　（款）公債費 325,868 0 325,868 0 39,154 286,714 832.3% 

　（項）公債費 325,868 0 325,868 0 39,154 286,714 832.3% 

　　（目）元金 325,868 0 325,868 0 39,154 286,714 832.3% 

区分
令和７年度

当初予算額　A

財源内訳 令和６年度
当初予算額 B

対前年度比較



１ 予算議案（商工政策課：令和７年度宮崎県一般会計予算）

15
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令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　商工政策課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

労政総務費 31,124 職員費 30,247 職員の人件費
１　職員費
　　総務商工センター　　　３名

30,247 

総務商工センター費 877 総務商工センターの運営に要する経費
１　商工労政運営費 877 

商業総務費 216,637 職員費 207,117 職員の人件費
１　職員費
　　総職員数　　　　　　２８名
　　　商工政策課　　　　２７名
　　　西臼杵支庁　　　　　１名

207,117 

連絡調整費 9,520 商工観光労働部の連絡調整に要する経費
１　部連絡調整費 6,020 
２　政策調整研究費 3,000 
３　調整事務費 500 

商業振興費 40,159,199 地場企業振興対策事 7,165 活力ある地場企業の育成、振興を図るために要する経費
業費 １　地場企業振興対策費 5,729 

２　宮崎県地域経済振興１００年企業顕彰事業 766 
(改) ３　宮崎中小企業大賞事業 670 

中小企業金融対策費 38,523,567 中小企業金融の円滑化を図るために要する経費
１　中小企業融資制度貸付金 38,000,000 
２　中小企業金融円滑化補助金 464,377 
３　信用保証協会損失補償金 56,800 
４　中小企業金融推進費 877 
５　宮崎県物価高騰対策金融支援基金積立金 1,513 



１ 予算議案（商工政策課：令和７年度宮崎県一般会計予算）

16
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令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　商工政策課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

貸金業対策費 7,127 貸金業者の適正な業務運営の確保及び資金需要者等の利益
の保護に要する経費
１　消費者金融相談員設置費 6,958 
２　登録、立入検査費等事務費 169 

小規模企業者等設備
導入事業推進費

8,017 小規模企業者等の経営基盤強化を促進するために要する経
費
１　設備貸与機関設備資金事業補助金 5,017 
２　設備貸与機関損失補償 3,000 

組織化指導費 124,775 中小企業の組織化の促進及び中小企業団体の育成指導等に
要する経費
１　中小企業団体中央会等補助金 112,024 
２　中小企業団体中央会運営補助金 12,751 

中小・小規模事業対
策費

1,389,247 中小・小規模事業者に対する事業継続力強化の推進に要す
る経費
１　小規模事業経営支援事業費補助金 1,357,293 
２　商工会事務局体制強化事業 26,016 

[新] ３　受注企業の価格転嫁促進事業 5,938 

大規模小売店舗適正 887 大規模小売店舗の立地に係る届出の審議に要する経費
化事業費 １　大規模小売店舗適正化事業 887 

中小商業活性化事業
費

6,048 中小商業の活性化を図るため魅力ある商店や商店街づくり
の推進に要する経費
１　地域をつなぐ！みやざき商店街人材育成事業 6,048 



１ 予算議案（商工政策課：令和７年度宮崎県一般会計予算）

17
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令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　商工政策課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

地域経済活性化支援 92,366 地域経済の活性化を図るために要する経費
事業費 １　プロフェッショナル人材戦略拠点事業

　　（国定額，国１／２　県１／２）
45,096 

２　事業承継・引継ぎ応援補助金 18,000 
３　中小企業再生支援強化事業 24,000 
４　中小企業支援ネットワーク経営支援強化事業 5,270 

物産振興費 722 物産観光対策費 722 首都圏等物産観光対策に要する経費
１　首都圏等物産観光対策費 722 

工鉱業総務 58,646 職員費 58,646 職員の人件費
費 １　職員費

　　計量検定所　　　　　　７名
58,646 

工鉱業振興
費

25,850 新事業・新分野進出
支援事業費

25,850 新事業や新分野進出等に取り組む県内中小企業等の支援に
要する経費

(改) １　女性・若者応援！起業チャレンジ支援事業
　　（国１／２　県１／２，県単）

25,850 

計量検定費 10,624 計量検定所費 10,624 計量法に基づく計量器の定期検査・検定・立入検査等の実
施に要する経費
１　定期検査 2,184 
２　検定 3,621 
３　立入検査 281 
４　運営管理 4,538 



県内の受注企業に対し、発注企業への価格交渉の実施を後押しすることで、適切な価格転嫁に向けた気運
を醸成し、物価上昇を上回る持続的な賃上げの定着を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 「価格転嫁促進支援員」の設置 4,666千円

受注企業への訪問等により、価格転嫁の必要性の意識付けや価格設定
等に対する助言を行うとともに、受注企業が価格交渉を行うための準備
から価格交渉後のフォローアップまで伴走的に支援する専門員を設置

② 広報・啓発 1,272千円
受注企業に対し積極的な価格交渉を促し、県全体の適切な価格転嫁の実現に向けた気運を醸成

⑵ 事業の仕組み

①県 （一社）宮崎県中小企業診断士協会 ②県 民間企業等

⑶ 成果指標
促進支援員の支援により価格交渉を行った企業数 令和９年度末：累計120社
適切な価格転嫁による物価上昇を上回る賃上げの実現企業数の増加

事業の概要

受注企業の価格転嫁促進事業新

令和７年度～令和９年度事業の期間

委託

商工政策課 ５，９３８千円
【財源：一般財源】

委託

18
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ビジネスプランコンテストを創設し、県内経済の発展・成長の原動力である女性・若者の起業を支援する
こと等により、女性・若者の県内定着及びUIJターンの増加を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① ビジネスプランコンテスト開催事業 18,435千円（補助率１／２以内、上限額300万円※）

コンテストを開催し、受賞者に起業に必要な経費を補助
（対象：女性又は35歳未満の若者、テーマ：地域課題解決に資するもの）
※ １位:300万円×１者、２位:250万円×１者、３位:200万円×１者、特別賞:150万円×２者

② 地域魅力度アップによる女性・若者の県内定着応援事業 7,415千円
（補助率１／２以内、上限額100万円）
地域の魅力向上を目的とした起業に必要な経費を補助
（対象：性別・年齢制限なし、テーマ：女性や若者にとっての魅力的な地域づくりに資するもの）

⑵ 事業の仕組み

①②県 （公財）宮崎県産業振興機構

⑶ 成果指標
当該事業に基づく起業件数 10件／年
女性・若者の県内定着及びUIJターンの増加

事業の概要

女性・若者応援！起業チャレンジ支援事業

令和７年度～令和８年度事業の期間

補助

商工政策課 ２５，８５０千円
【財源：国庫、日本一挑戦基金】

改

【地元食材を使ったジェラート店】 【古民家を活用した民泊施設】
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厳しい経営環境にある企業や新事業に積極的に取り組む企業に対し、長期・固定・低利の事業資金を安定的かつ円
滑に供給することにより、県内中小企業者の活性化と経営の安定化を図る。

⑴ 事業内容

令和７年度事業の期間

商工政策課 経営金融支援室 ３８，５２３，５６７千円
【財源：貸付金元利償還金、コロナ・物価高基金、基金利子、一般財源】

① 中小企業融資制度貸付金（38,000,000千円：融資枠 約1,582億円）
県融資制度の原資の一部を金融機関に預託

～令和７年度当初予算での重点事項～
【令和６年12月に創設した経営力強化貸付の継続】

中小企業者の事業計画の策定支援や継続的な経営支援を行い、経営力強化を
図ることを目的に創設した貸付の継続。

② 中小企業金融円滑化補助金（464,377千円）
県融資制度に係る中小企業者の信用保証料負担軽減分を信用保証協会へ補助

③ 信用保証協会損失補償金（56,800千円）
信用保証協会が代位弁済した額から保険金等を差し引いた額の２分の１相当分を補償

④ 中小企業金融推進費（877千円）
県事務費（旅費等）

⑤ 物価高騰対策金融支援基金積立金（1,513千円）
基金運用益の積戻し

中小企業金融対策費

事業の概要

事業の目的

20
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改定内容改定時期
-0.10% → 0.10%(+0.20%)令和６年３月

日本銀行政策金利 0.10% → 0.25%(+0.15%)令和６年７月
0.25% → 0.50%(+0.25%)令和７年１月
1.80% → 2.00%(+0.20%)令和７年４月県制度の基準利率

○基準利率の改定



商工政策課

【議案第１号】
令和７年度宮崎県一般会計予算（歳出予算）（債務負担行為の追加）

　第２表　債務負担行為

　　　追　　加

千円

事　　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額

（商工政策課）

令和７年度設備貸与機関損失補償 令和 7年度から令和14年度まで 125,000

令和７年度中小企業融資制度損失補償 令和 7年度から令和23年度まで 100,000

21
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１ 予算議案（商工政策課：令和７年度宮崎県一般会計予算）



【議案第９号】
令和７年度宮崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

商工政策課

１ 予算議案（商工政策課：令和７年度宮崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算）
22

22

令和７年度当初歳出予算説明資料　【特別会計（事項別）】　　商工政策課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

小規模企業
者等設備導

285,377 小規模企業者等設備
導入事業助成費

285,377 中小企業の高度化及び小規模企業者等の経営基盤強化を支
援するために要する経費

入事業助成 １　貸付事業 177,768 
費 ２　一般会計への繰出金 92,280 

３　貸付、償還指導等事務費 15,329 

元金 325,868 元金 325,868 国等からの借入金等の償還に要する経費
１　高度化資金借入金元金償還 325,868 



１ 予算議案（企業振興課：歳出予算総括（一般会計））
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令和７年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　企業振興課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

企業振興課　計 1,607,567 94,128 336,465 1,176,974 1,429,067 178,500 112.5% 

  一般会計 1,607,567 94,128 336,465 1,176,974 1,429,067 178,500 112.5% 

　（款）商工費 1,607,567 94,128 336,465 1,176,974 1,429,067 178,500 112.5% 

　（項）商業費 9,969 0 0 9,969 15,969 -6,000 62.4% 

　　（目）商業振興費 9,969 0 0 9,969 15,969 -6,000 62.4% 

　（項）工鉱業費 1,597,598 94,128 336,465 1,167,005 1,413,098 184,500 113.1% 

　　（目）工鉱業総務費 567,986 0 4,408 563,578 547,845 20,141 103.7% 

　　（目）工鉱業振興費 557,075 94,128 86,757 376,190 482,109 74,966 115.5% 

　　（目）工業試験場費 472,537 0 245,300 227,237 383,144 89,393 123.3% 

区分
令和７年度

当初予算額　A

財源内訳 令和６年度
当初予算額 B

対前年度比較



１ 予算議案（企業振興課：令和７年度宮崎県一般会計予算）
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令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　企業振興課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

商業振興費 9,969 9,969 ＩＴ関連産業の振興に要する経費
１　みやざきＩＣＴ産業を担う人材育成事業 9,969 

567,986 567,986 職員の人件費
１　職員費
　　総職員数　　　　　　　　　　７７名
　　　企業振興課　　　　　　　　３２名
　　　工業技術センター外　　　　４５名

567,986 

ＩＴ関連産業振興事
業費

職員費工鉱業総務
費



１ 予算議案（企業振興課：令和７年度宮崎県一般会計予算）
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令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　企業振興課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

工鉱業振興
費

557,075 新事業・新分野進出
支援事業費

256,894 新事業や新分野進出等に取り組む県内中小企業等の支援に
要する経費
１　宮崎県産業振興機構創業支援等事業 127,783 

(改) ２　イノベーション共創促進事業　（国１／２　県１／
２，県単）

48,084 

３　製造業脱炭素推進モデル育成事業　（国１／２　県１
／２，県単）

23,590 

(改) ４　脱炭素化技術研究開発支援事業 17,732 
５　知財等活用ビジネスプロデュース事業　（国１／２
県１／２）

15,000 

６　みやざきスタートアップ創出・成長促進事業
　　（国１／２　県１／２，県単）

23,561 

７　九州ベンチャーマーケット事業 1,144 

地域産業・企業成長
促進事業費

36,553 地域に根差した産業の育成及び企業の成長促進を図るため
に要する経費

[新] １　みやざき地域経済けん引企業等育成事業
　　（国８／１０　県２／１０，県単）

36,553 

技術振興対策費 18,176 企業の技術力向上への支援に要する経費
１　技術振興指導事業 8,955 
２　発明振興事業 7,553 

[新] ３　発明くふう人財育成事業 1,668 

機械技術センター運
営事業

67,918 機械金属工業の技術力向上のための研修及び技術指導等に
要する経費
１　管理運営委託費 67,918 



１ 予算議案（企業振興課：令和７年度宮崎県一般会計予算）
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令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　企業振興課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

工業振興対策費 19,132 工業全般の振興に要する経費
(改) １　ものづくり企業生産性向上等支援事業 8,592 

２　工業振興対策費 10,540 

下請企業振興事業費 17,787 県内中小企業の取引の拡大や円滑化を支援するために要す
る経費

(改) １　下請企業振興事業 17,787 

産業集積対策費 127,231 本県において重点的に集積を図る産業の振興に要する経費
１　ものづくり企業海外販路開拓・拡大支援事業 7,358 
２　自動車関連産業九州連携事業 618 
３　半導体等先端技術振興プロジェクト事業
　　（国１／２　県１／２，県単）

7,834 

４　半導体関連人材育成事業
　  （国１／２　県１／２，県単）

9,103 

５　企業との協働型人材育成事業 6,526 
６　輸送用機械器具関連産業総合支援事業 15,655 
７　医療関連機器産業成長促進事業
　　（国８／１０　県２／１０，
　　　国１／２　県１／２，県単）

42,853 

８　食品の安全認証取得等販売力強化事業 15,784 
(改) ９　外貨を稼ぐ食品開発・取引拡大推進事業

　　（国１／２　県１／２）
8,500 

10　みやざきフードビジネス人材育成支援事業 13,000 

鉱業資源対策費 13,384 県内鉱業資源の開発及び維持管理に要する経費
１　採石・砂利採取保安対策費 175 
２　休廃止鉱山鉱害対策費 13,209 



１ 予算議案（企業振興課：令和７年度宮崎県一般会計予算）
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令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　企業振興課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名
472,537 409,478 工業技術センターの運営管理等に要する経費

１　工業技術センター運営管理費 331,501 
２　研究員研修事業 611 
３　研究管理事業 712 
４　情報提供機能整備事業 2,254 
５　広報事業 165 
６　設備整備事業　（ＪＫＡ２／３　県１／３） 74,235 

工業技術研究開発費 25,418 工業技術センターの試験研究に要する経費
１　資源・環境研究費 4,600 
２　材料開発研究費 6,229 
３　機械・電子研究費 7,417 
４　その他受託研究事業 7,172 

企業技術支援事業費 14,043 工業用材料等の依頼試験分析、設備使用及び企業との共同
研究等に要する経費
１　依頼試験・分析費 4,084 
２　設備使用費 6,999 
３　共同研究費 1,281 
４　企業技術支援研究費 716 
５　技術指導費 963 

工業技術センター総
務管理費

工業試験場
費



１ 予算議案（企業振興課：令和７年度宮崎県一般会計予算）
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令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　企業振興課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

5,790 食品開発センターの運営管理に要する経費
１　運営管理費 5,790 

17,808 食品開発センターの試験研究に要する経費
１　食品開発研究費 9,895 
２　研修指導推進事業 594 
３　依頼試験等事業 1,883 
４　共同研究費 1,300 
５　その他受託研究事業 4,136 

食品開発センター研
究開発費

食品開発センター総
務管理費



県内の大学・高専や産業支援機関等によるワンストップ支援体制を構築することにより、県内企業等によ
るイノベーション共創の取組を促進し、本県経済の活性化を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 産学官連携促進事業 12,005千円（補助率10／10以内）

宮崎大学錦本町キャンパスに設置する「イノベーションハブ」にて、以下をワンストップで実施
・宮崎大学へのコーディネーター設置による、大学等の研究シーズ収集と企業への発信・交流促進
・産業振興機構へのコーディネーター設置による、企業の新事業創出に向けた助言等の支援

② 地域産業技術研究開発支援事業 12,137千円（補助率10／10以内、上限500万円）
産学官グループ等による、大学等の研究シーズを活用した新製品・新技術の研究開発を支援

③ 環境イノベーション支援事業 23,942千円（補助率10／10以内、上限700万円）
産学官グループ等による、産業廃棄物削減に資する新製品・新技術の研究開発及び事業化を支援

⑵ 事業の仕組み
①県 宮崎大学、産業振興機構 ②③県 産業振興機構 県内企業

⑶ 成果指標
イノベーションハブへの相談件数 令和９年度 330件／年
イノベーションハブが支援した共同研究等の件数 令和９年度 130件／年

事業の概要

イノベーション共創促進事業

令和７年度～令和９年度事業の期間

補助 補助

企業振興課 ４８，０８４千円
【財源：国庫、産業廃棄物税基金、一般財源】

改

補助

【宮崎大学錦本町キャンパス】
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人材育成等により労働生産性を向上させ、賃上げによる人材の定着及び良質な雇用の創出を促進し、本県
地域経済をけん引する企業の育成を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① みやざき地域経済けん引企業育成事業 27，734千円

労働生産性に課題を持ちつつも成長意欲が高く、地域経済をけん引する企業に成長する見込みのあ
る県内中小企業に対し、中小企業診断士などの支援チームによる経営戦略及び人材戦略の策定・実装
等を伴走支援

② モノづくりを支える人材育成事業 8，819千円
人材育成により労働生産性の向上を図ろうとする県内中小企業（①以外

の企業）に対する、産業人材育成コーディネーターによる人材育成計画の
策定・実装支援及び適切な職業訓練・各種研修のナビゲートの実施

⑵ 事業の仕組み
①②県 産業振興機構

⑶ 成果指標
伴走支援を行った企業の賃金 ３年間で15％増

事業の概要

みやざき地域経済けん引企業等育成事業新

令和７年度～令和９年度事業の期間

委託

企業振興課 ３６，５５３千円
【財源：国庫、一般財源】
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県内ものづくり企業による先端技術産業の振興に向けて、特に半導体産業に関心を持ち、新たな取引を開
始・拡大しようとする取組の支援により、ものづくり産業の活性化を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 半導体関連産業展示会出展事業 7,291千円

県内企業の技術力をPRし販路拡大につなげるための、半導体関連の展示会（セミコンジャパン、
九州半導体産業展、等）への出展

② 半導体関連産業県内取引活性化事業 543千円
先端技術分野の中でも特に県内企業の参入意向が高い半導体関連産業について、セミナーや企業

間交流会等の実施

⑵ 事業の仕組み
①県、 県 企業 ②県 企業

⑶ 成果指標
①展示会での商談件数 30件/年、 ②交流会参加企業間取引 3件/年
県内半導体関連企業間の取引増加及び国内外での新規取引促進

事業の概要

半導体等先端技術振興プロジェクト事業

令和７年度事業の期間

企業振興課 ７，８３４千円
【財源：国庫、一般財源】

委託委託
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「東九州メディカルバレー構想」に基づき県内企業が開発した医療関連機器について、県内での活用促進
はもとより、国内での市場獲得や海外展開を支援し、医療関連機器産業の振興を目指す。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 医療関連機器産業への参入等支援 6,281千円

ア 参入開発、薬事戦略、販路開拓の各段階を支援するコーディネーターの配置
イ 構想推進大会及び宮崎県医療機器産業研究会総会におけるセミナー等の開催

② 大学等との医工連携の推進 15,410千円
ア 宮崎大学医学部に寄附講座を設置し、共同研究を実施
イ 県内の医療現場ニーズ収集及び評価レビュー等を担うコーディネーターの配置

③ 医療関連機器開発等の支援 8,000千円
・県内企業が行う医療関連機器の開発等及び改良に向けた学会出展等を支援

補助率：２／３以内 補助上限額：2,000千円

④ 県内開発製品の販路開拓等支援 13,162千円
ア 首都圏展示会及び大阪・関西万博関連イベントへの出展
イ 海外展示会出展及び現地代理店へのプロモーション

⑵ 事業の仕組み

①県、県 産業振興機構 ②県 宮崎大学 ③県 県内企業 ④県 事業者

⑶ 成果指標 現状 （令和4~6年度） 販売製品数：5件、海外取引製品数：1件
→ （令和7~9年度） 販売製品数：6件、海外取引製品数：2件

事業の概要

医療関連機器産業成長促進事業

令和７年度～令和９年度事業の期間

寄附・委託

企業振興課食品・メディカル産業推進室 ４２，８５３千円
【財源 ： 国庫、一般財源、その他】

委託 補助 委託等
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１ 予算議案（雇用労働政策課：歳出予算総括（一般会計））

33

33

令和７年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　雇用労働政策課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

雇用労働政策課　計 1,608,625 664,956 89,412 854,257 1,650,935 -42,310 97.4% 

  一般会計 1,608,625 664,956 89,412 854,257 1,650,935 -42,310 97.4% 

　（款）労働費 1,608,625 664,956 89,412 854,257 1,650,935 -42,310 97.4% 

　（項）労政費 414,184 33,289 24,076 356,819 365,334 48,850 113.4% 

　　（目）労政総務費 336,609 8,744 5,557 322,308 285,940 50,669 117.7% 

　　（目）労働教育費 62,575 24,545 3,519 34,511 64,394 -1,819 97.2% 

　　（目）労働福祉費 15,000 0 15,000 0 15,000 0 100.0% 

　（項）職業訓練費 1,194,441 631,667 65,336 497,438 1,285,601 -91,160 92.9% 

　　（目）職業訓練総務費 386,114 61,928 21,966 302,220 376,224 9,890 102.6% 

　　（目）職業訓練校費 808,327 569,739 43,370 195,218 909,377 -101,050 88.9% 

区分
令和７年度

当初予算額　A

財源内訳 令和６年度
当初予算額 B

対前年度比較



１ 予算議案（雇用労働政策課：令和７年度宮崎県一般会計予算）

34
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令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　雇用労働政策課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

労政総務費 336,609 職員費 89,929 職員の人件費
１　職員費
　　職員数　　　　　１３名

89,929 

労政推進費 7,688 労政行政の総合的な運営に要する経費
１　労政行政運営費 7,669 
２　労働委員会委員改選 19 

8,050 女性・高年齢者の雇用促進に要する経費

１　シルバー人材センター支援事業 8,050 

若年者就労促進費 112,978 若年者の就職支援や県内就職促進に要する経費
１　若年無業者等就職サポート事業 27,573 
２　中・高校生の県内就職促進事業 40,285 
３　宮崎で働く魅力発信事業 13,954 
４　外国人材受入支援事業 6,747 

(改) ５　就職説明会等開催事業
 　 （国８／１０　県２／１０，県単）

24,419 

地域雇用対策推進費 117,964 ＵＩＪターン就職の促進と地域の雇用対策に要する経費
１　宮崎で暮らす働く、県内就職促進事業 40,247 

[新] ２　正規雇用チャレンジ支援事業 13,164 
３　ＵＩＪターン就職マッチング支援事業
    （国１／２　県１／２）

7,888 

４　県外学生ＵＩＪターン就職サポーター事業 18,047 
(改) ５　若者等ふるさと就職応援事業

    （県３／４　市町村１／４，県単）
38,618 

女性・高年齢者雇用
促進費



１ 予算議案（雇用労働政策課：令和７年度宮崎県一般会計予算）
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令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　雇用労働政策課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

労働教育費 62,575 労働調査広報費 2,577 労働情勢等の実態調査及び労働情報の広報に要する経費
１　労働調査広報事業　（国１０／１０，県単） 2,577 

59,998 働きやすい職場環境づくりの促進に要する経費

１　労働相談事業 4,041 
２　女性をはじめとする多様な人材の就業促進事業
　　（国１／２　県１／２）

48,706 

３　働きやすい職場環境づくり拡大事業 3,732 
４　働きやすい職場「ひなたの極」強化事業 3,519 

労働福祉費 15,000 労働福祉事業費 15,000 中小企業労働者の生活の安定と福祉の向上等を図るために
要する経費
１　中小企業勤労者支援融資事業 15,000 

働きやすい職場環境
づくり整備事業費



１ 予算議案（雇用労働政策課：令和７年度宮崎県一般会計予算）
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令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　雇用労働政策課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名
386,114 職員費 249,060 職員の人件費

１　職員費
　　総職員数　　　　　　　　２８名
　　　雇用労働政策課　　　　　７名
　　　県立産業技術専門校　　２１名

249,060 

職業訓練指導費 5,393 職業能力開発行政の推進を図るため、職業能力開発審議会
の運営、県立産業技術専門校の管理運営指導等に要する経
費
１　職業能力開発審議会運営費 4,314 
２　全国主管課長会議等経費 1,079 

認定職業訓練費 45,021 認定職業訓練団体に対する指導及び運営費等の助成に要す
る経費
１　認定職業訓練助成事業費補助金
　　（国１／３　県１／３　事業主体１／３）

45,021 

職業能力開発対策費 67,278 職業能力開発のための技能検定の実施や人材育成に要する
経費
１　技能検定合格証書の作成・発送業務の
　　アウトソーシング　（国定額）

982 

２　宮崎県職業能力開発協会費補助金
　　（国１０／１０，国１／２　県１／２）

54,882 

３　技能検定実技試験受検手数料助成事業 11,414 

職業訓練総
務費



１ 予算議案（雇用労働政策課：令和７年度宮崎県一般会計予算）
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令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　雇用労働政策課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

技能向上対策費 9,206 技能尊重機運の醸成、技能士の技能水準と社会的地位の向
上及び若年技能者の育成を図るために要する経費
１　ものづくり技能振興事業 3,926 
２　未来の技能者育成事業 5,280 

10,156 技能検定を実施する施設の管理・運営に要する経費

１　宮崎県技能検定センター管理運営事業 10,156 

職業訓練校
費

808,327 県立産業技術専門校
費

808,327 県立産業技術専門校において職業訓練等を実施し、技能労
働者を養成するとともに、離職者等の雇用の促進を図るた
めに要する経費
１　管理運営費　（国定額，県単） 100,015 
２　訓練実習費　（国定額） 135,967 
３　施設管理費　（国定額，国１／２　県１／２，県単） 81,310 
４　機器等整備費
　　（国定額，国１／２　県１／２，県単）

23,363 

５　職業訓練指導員研修費
　　（国３／４　県１／４，県単）

1,555 

６　総合センター機能経費　（国定額） 281 
７　運営検討委員会開催事業　（国定額） 235 
８　在職者訓練事業　（国定額） 1,527 
９　離職者等訓練事業
　　（国定額，国１０／１０，国１／２　県１／２）

426,792 

10　障がい者職業能力開発事業
　　（国定額，国１／２　県１／２）

37,282 

宮崎県技能検定セン
ター管理運営費



県内外の若年求職者等と県内企業との出会いの場を創出し、企業の魅力や本県で働く魅力を伝えることに
より、県内企業等への就職の促進、定着を図り、県内産業の人材確保及び活性化につなげる。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 就職説明会等開催事業（オンライン（大学生向け）） 6,980千円

主に県内外の大学生を対象に説明会等を開催し、大学生等が県内企業を知る機会を創出

② 就職説明会等開催事業（オンライン（転職希望者向け））6,000千円
主に県外在住の転職希望者を対象に、説明会、キャリアカウンセリング、転職セミナーを開催

③ 就職説明会等開催事業（対面式） 11,439千円
県内外の一般求職者や大学生を対象に県内３会場で開催。民間事業者の知見を活用し委託にて実施

⑵ 事業の仕組み
①～③県 民間企業

⑶ 成果指標
就職説明会の参加者数 現状（令和５年度）613人 → 令和９年度 800人
就職決定者数 現状（令和５年度）32人 → 令和９年度 80人

事業の概要

就職説明会等開催事業

令和７年度～令和９年度事業の期間

委託

雇用労働政策課 ２４，４１９千円
【財源：国庫、 一般財源】

改
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事業の目的

⑴ 事業内容
① キャリアチェンジ支援事業 8,493千円

非正規雇用で働く者等を対象としたマッチング支援のために
eラーニング講座や合同企業説明会等を実施

② 若者世代アウトリーチ強化事業 4,671千円
みやざき若者サポートステーションのサテライトに支援員を

配置し、就職を目指す無業者の掘り起こし・出張相談を実施

⑵ 事業の仕組み

①②県 民間企業

⑶ 成果指標
合同企業説明会の参加者数 150名／年
就職決定者数 現状（令和５年度）23名 → 令和９年度 33名

事業の概要

正規雇用チャレンジ支援事業新

令和７年度～令和９年度事業の期間

委託

正規雇用を目指す若者等に対して、県内企業の理解促進及びマッチング支援を実施することにより、県内
企業における人手不足の改善・人材定着を図る。

雇用労働政策課 １３，１６４千円
【財源：一般財源】
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本県での就職活動に要する交通費や引っ越し費用等の補助を行うことにより、県内企業の情報や魅力に触
れる機会を増やし、UIJターンに係る負担感を軽減することで、若者を中心とした県内就職者の増加を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① ＵＩＪターン就活応援補助金 12,898千円

（補助率１／２（ 30歳未満は ２／３）、上限額５万円 ※２回まで補助）
ふるさと宮崎人材バンクの登録者を対象に、選考面接等への参加に係る交通費・宿泊費等を補助

② ＵＩＪターン引っ越し補助金 23,272千円
（補助率１／２（ 30歳未満は ２／３）、上限額15万円）
県内企業にＵＩＪターン就職をした者を対象に、引っ越し費用を補助

③ ＵＩＪターン就職イベント等ＰＲ強化事業 2,448千円
上記①②及びふるさと宮崎人材バンク、就職イベントの広報強化

⑵ 事業の仕組み
①②県 ③県、県 民間企業

⑶ 成果指標
県外からの県内就職説明会参加者数 現状（令和５年度）45人 → 令和９年度 80人
ふるさと宮崎人材バンクを通じた県内就職者数 現状（令和５年度）167人 → 令和９年度 270人

事業の概要

若者等ふるさと就職応援事業

令和７年度～令和９年度事業の期間

委託

雇用労働政策課 ３８，６１８千円
【財源：一般財源、その他】

改
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女性・高齢者を対象としたマッチング等による就業支援や、県内企業における働きやすい職場環境整備等
に係る取組への支援により、女性をはじめとする多様な人材の就業を促進し、人材の確保・定着を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 女性・高齢者就業支援 42,924千円

女性と高齢者向けの就業支援センターを設置し、相談対応や就職面談会、
企業求人開拓、求人アドバイスのほか、デジタル系セミナー等を実施
女性の就業支援センターにおける人員増による体制強化

② 職場環境整備支援 5,782千円
「働きやすい職場『ひなたの極』認証制度」普及推進員の配置
認証企業の取組事例集の作成

⑵ 事業の仕組み
①県 民間企業 ②県、県 民間企業

⑶ 成果指標
新規就業者数 現状（令和５年度）女性74名／年 → 令和９年度 女性160名／年

現状（令和５年度）シニア155名／年 → 令和９年度 シニア175名／年
「ひなたの極」認証企業数 現状（令和５年度）66企業 → 令和９年度 126企業
女性・シニアなど多様な人材の就業促進、企業における人材確保・定着

事業の概要

女性をはじめとする多様な人材の就業促進事業

令和７年度～令和９年度事業の期間

委託

雇用労働政策課 ４８，７０６千円
【財源：国庫、一般財源】

委託
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雇用労働政策課

【議案第１号】
令和７年度宮崎県一般会計予算（歳出予算）（債務負担行為の追加）

１ 予算議案（雇用労働政策課：令和７年度宮崎県一般会計予算）

　第２表　債務負担行為

　　　追　　加

千円

事　　　　　　項 期　　　　　間 限　　　度　　　額

（雇用労働政策課）

令和７年度離職者等再就職訓練事業 令和 7年度から令和 9年度まで 63,493
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１ 予算議案（企業立地課：歳出予算総括（一般会計））

43

43

令和７年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　企業立地課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

企業立地課　計 1,131,136 7,961 40,819 1,082,356 881,964 249,172 128.3% 

  一般会計 1,131,136 7,961 40,819 1,082,356 881,964 249,172 128.3% 

　（款）商工費 1,131,136 7,961 40,819 1,082,356 881,964 249,172 128.3% 

　（項）工鉱業費 1,131,136 7,961 40,819 1,082,356 881,964 249,172 128.3% 

　　（目）工鉱業総務費 78,124 0 19 78,105 86,419 -8,295 90.4% 

　　（目）工鉱業振興費 1,053,012 7,961 40,800 1,004,251 795,545 257,467 132.4% 

区分
令和７年度

当初予算額　A

財源内訳 令和６年度
当初予算額 B

対前年度比較



１ 予算議案（企業立地課：令和７年度宮崎県一般会計予算）

44

44

令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　企業立地課
（単位：千円）

目
予算額 事項名 予算額

78,124 職員費 78,124 職員の人件費
１　職員費
　　職員数　　　　　１３名

78,124 

工鉱業振興
費

1,053,012 企業立地基盤整備等
対策費

78,008 企業立地の促進を図るための基盤整備の推進等に要する経費

１　企業立地基盤施設整備事業 13,285 
２　地域工業団地整備促進事業 8,000 
３　半導体関連企業誘致加速化事業
　　（国１／２　県１／２，県単）

56,723 

企業誘致活動等対策
費

31,398 企業立地の実現を図るため市町村等と連携した誘致活動に要
する経費
１　情報収集整備事業 19,916 
２　情報発信事業 3,294 

(改) ３　「女性・若者が生き生きと活躍できる企業」開拓事業 8,188 

立地企業フォロー
アップ対策費

943,606 立地企業の県内定着及び県内での事業拡大や新たな企業立地
の促進を図るために要する経費
１　立地企業フォローアップ活動費 846 
２　企業立地促進補助金 942,760 

事項

説明及び事業名

工鉱業総務
費



女性や若者を重視した企業の立地を推進するため、民間企業のネットワーク等を活用した効果的かつ効率
的な誘致対象企業の新規開拓を行い、新規の企業立地を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① インターネットサービスを活用した誘致対象企業開拓事業 ２，８９０千円

女性や若者等が就職先に求めるニーズを基に、企業データベースから女性や若者等にとって魅力的
な企業を中心にリストを作成し、インターネットサービスを活用して、リスト掲載企業のＨＰやメー
ルを介して企業訪問等を提案し、本県に興味のある企業を開拓

② 民間企業のネットワークを活用した誘致対象企業開拓事業 ５，２９８千円
コンサル会社等のネットワークやノウハウを活用し、柔軟で多様な働き方を実践する情報関連産業

や投資が活発化する半導体関連産業を中心に立地可能性のある企業を掘り起こし、本県への立地に向
けたきめ細かな活動を展開

⑵ 事業の仕組み
①県 ②県、県 民間企業

⑶ 成果指標
新規開拓件数 現状（令和５年）２０件／年 → 令和７～９年 ３０件／年
新規企業立地件数 現状（令和５年）２３件／年 → 令和７～９年 ３０件／年

事業の概要

「女性・若者が生き生きと活躍できる企業」開拓事業改

令和７年度～令和９年度事業の期間

委託

企業立地課 ８，１８８千円
【財源：一般財源】
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九州全体の投資活発化の流れを本県に呼び込むため、企業ニーズに合わせた、地域間競争に負けないイン
センティブの高い制度へ改正する。

改正の目的

⑴ 制度の仕組み 県 民間企業

⑵ 事業内容

企業が行う初期投資や雇用等の実績に応じた補助を行うもの

① 補助内容
● 補助対象業種

製造業、情報関連産業、流通関連業など

● 投資実績に対する補助
初期投資費用額 × 補助率

● 雇用実績に対する補助
雇用人数 × 雇用者割単価

② 主な改正内容
● 投資実績に対する補助率の拡充

他県との競争に負けない制度設計に変更

● 雇用人数要件の緩和
オートメーション化やDX化を進める情勢に対応した緩和

制度の概要

企業立地促進補助制度の改正

補助

企業立地課 ９４２，７６０千円
【財源：一般財源】
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１ 予算議案（観光推進課：歳出予算総括（一般会計））

47

47

令和７年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　観光推進課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

観光推進課　計 1,610,547 134,219 892,817 583,511 1,502,764 107,783 107.2% 

  一般会計 1,453,911 134,219 736,181 583,511 1,351,301 102,610 107.6% 

　（款）商工費 1,453,911 134,219 736,181 583,511 1,351,301 102,610 107.6% 

　（項）観光費 1,453,911 134,219 736,181 583,511 1,351,301 102,610 107.6% 

　　（目）観光費 1,453,911 134,219 736,181 583,511 1,351,301 102,610 107.6% 

区分
令和７年度

当初予算額　A

財源内訳 令和６年度
当初予算額 B

対前年度比較



１ 予算議案（観光推進課：歳出予算総括（特別会計））

48

48

令和７年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　観光推進課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

  特別会計 156,636 0 156,636 0 151,463 5,173 103.4% 

　えびの高原スポーツレクリ
　エーション施設特別会計

4,224 0 4,224 0 52,368 -48,144 8.1% 

　（款）商工費 3,136 0 3,136 0 52,368 -49,232 6.0% 

　（項）観光費 3,136 0 3,136 0 52,368 -49,232 6.0% 

　　（目）観光費 3,136 0 3,136 0 52,368 -49,232 6.0% 

　（款）公債費 1,088 0 1,088 0 0 1,088 -   

　（項）公債費 1,088 0 1,088 0 0 1,088 -   

　　（目）元金 895 0 895 0 0 895 -   

　　（目）利子 193 0 193 0 0 193 -   

　県営国民宿舎特別会計 152,412 0 152,412 0 99,095 53,317 153.8% 

　（款）商工費 151,534 0 151,534 0 99,095 52,439 152.9% 

　（項）観光費 151,534 0 151,534 0 99,095 52,439 152.9% 

　　（目）観光費 151,534 0 151,534 0 99,095 52,439 152.9% 

　（款）公債費 878 0 878 0 0 878 -   

　（項）公債費 878 0 878 0 0 878 -   

　　（目）元金 846 0 846 0 0 846 -   

　　（目）利子 32 0 32 0 0 32 -   

区分
令和７年度

当初予算額　A

財源内訳 令和６年度
当初予算額 B

対前年度比較



１ 予算議案（観光推進課：令和７年度宮崎県一般会計予算）

49

49

令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　観光推進課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

観光費 1,453,911 職員費 172,541 職員の人件費
１　職員費
　　職員数　　　　　２４名

172,541 

184,624 県営宿泊施設整備等に要する経費
１　県営国民宿舎特別会計繰出金 133,528 
２　えびの高原集団施設水道管理費 51,096 

観光振興費 22,064 観光振興を推進するために要する経費
１　観光振興推進事務費 8,183 
２　スポーツレクリエーション施設特別会計繰出金 3,924 
３　観光審議会運営費 2,271 
４　観光入込客統計調査費 7,641 
５　旅行業登録事務費 45 

111,954 観光・ＭＩＣＥ誘致のために要する経費
１　宮崎県観光協会運営費補助金 74,892 
２　ＭＩＣＥ強化事業 37,062 

県営宿泊休養施設改
善対策費

観光・ＭＩＣＥ誘致
促進事業費



１ 予算議案（観光推進課：令和７年度宮崎県一般会計予算）

50

50

令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　観光推進課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

観光交流基盤整備費 214,155 地域の観光資源を活用した魅力ある観光地づくりの支援等
に要する経費
１　魅力あふれる観光地域づくり事業
    （国１／２　県１／２，県単）

29,724 

２　ユニバーサルツーリズム受入環境整備事業 20,000 
３　宿泊業の生産性・サービス向上支援事業
  　（国１／２　県１／２）

129,550 

４　観光案内板等整備事業 2,644 
[新] ５　宿泊業人材確保対策事業

  　（国８／１０　県２／１０，県単）
6,350 

６　青島・都井岬観光資源保全事業 2,250 
(改) ７　みやざき観光情報発信強化事業 23,637 

県外広報対策費 112,191 県外広報活動に要する経費
(改) １　推し活で日本のひなたプロモーション事業

　　（国１／２　県１／２，県単）
38,180 

２　ナッシーリゾートｉｎ宮崎・県外発信事業 14,156 
３　メタバースで「日本のひなた」ＰＲ事業
　　（国１／２　県１／２，県単）

20,830 

[新] ４　2025大阪・関西万博でMIYAZAKIの魅力PR事業 39,025 



１ 予算議案（観光推進課：令和７年度宮崎県一般会計予算）
51

51

令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　観光推進課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

国内観光宣伝事業費 227,514 国内観光誘致宣伝を推進するために要する経費
１　九州広域連携観光誘客事業 4,780 
２　「フィルム・コミッション」ロケ受入体制整備事業 3,117 
３　「日本のひなた宮崎県」国内誘致強化事業 17,486 
４　教育旅行誘致・定着促進事業 30,631 
５　宮崎の強みを生かした誘客事業
　　（国１／２　県１／２，県単）

123,500 

６　大阪・関西万博を見据えた観光誘客促進事業 48,000 

国際観光宣伝事業費 359,955 国際観光誘致宣伝を推進するために要する経費
１　みやざきインバウンド誘致推進事業 18,652 
２　油津港ファーストポート化事業 9,903 
３　外国人個人観光客誘客事業 195,000 
４　みやざきインバウンド誘客回復・強化事業 95,350 

[新] ５　インバウンド向け二次交通対策強化事業 41,050 

共同観光宣伝事業費 48,913 各種の広域観光協議会等に参画し、県域を越えた広域観光
事業を展開するために要する経費
１　広域観光協議会等負担金 48,913 



⑴ 事業内容
① 宿泊事業者の人材確保支援 5,450千円（補助率：10/10以内）

・宿泊事業者の県内就職面談会の開催
・県内専門学校等で学ぶ外国人材の宿泊事業者へのインターンシップ、職場体験等の受入推進
・県内大学、短期大学、専門学校、高等学校等の各学校と宿泊事業者とのネットワーク強化

② 宿泊事業者の経営力等強化 900千円（補助率：10/10以内）
外国人材受入を含めた人材確保・人手不足等の経営課題解決に向けたセミナーの開催

⑵ 事業の仕組み
県 ホテル旅館組合

⑶ 成果指標
事業を通じた県内宿泊業への就職者数 30人（令和７～９年度累計）
県内宿泊施設の客室稼働率 現状（令和５年）48.7％ → 令和９年 57.0％

人手不足で厳しい経営環境にあり、一部サービスを制限するなどの状況にある宿泊事業者の経営力強化
を図るとともに、宿泊事業者の人材確保の取組を支援することで、観光客の受入体制の強化を図る。

事業の目的

事業の概要

宿泊業人材確保対策事業新

令和７年度～令和９年度事業の期間

観光推進課 ６，３５０千円
【財源： 国庫、一般財源】
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補助
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若い世代に浸透している“推し活※”をフックとしたプロモーションを展開することにより、本県の話題化
を図り本県の認知度を高めるとともに、観光誘客増につなげる。

※著名人やアニメ・ゲーム等のキャラクターなどを応援する活動

事業の目的

⑴ 事業内容
① “推し活” を活用したプロモーション 11,175千円

本県にゆかりのあるアイドルやアニメ、漫画等とコラボした県内の周遊企画や、
みやざき大使やプロスポーツ選手等による“宮崎の推し飯・推し旅”PRショート動画制作・配信

② みやざき犬を活用した更なるみやざきファン獲得プロモーション 21,267千円
従来からのイベント派遣やSNS発信に加え、オンラインでのファンミーティングなどを実施

③ 大都市圏で“ひなた”を拡げるプロモーション 5,738千円
県外事務所による観光・県産品PRイベントの開催
みやざき大使委嘱事務費等

⑵ 事業の仕組み

県 民間企業
⑶ 成果指標

推し活を活用したプロモーションによるＳＮＳの閲覧数
令和９年 300万回

本県の20代の観光入込客数（推計値）
現状（令和５年）168万人回 → 令和９年 208万人回

事業の概要

推し活で日本のひなたプロモーション事業

令和７年度～令和９年度事業の期間

委託

観光推進課 ３８，１８０千円
【財源：国庫、一般財源】

改
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⑴ 事業内容
① 九州７県合同催事の準備・運営 10,000千円

催事日程：令和７年９月２日（火）～６日（土） 場所：EXPOメッセ「WASSE」
会場の設営や運営等に係る、九州７県で構成する合同催事実行委員会への負担金

② 本県ブース等での宮崎の魅力発信 29,025千円
本県の強みである「食」や「観光」「神話」などを
ＰＲするための本県ブースの装飾・演出
宮崎にゆかりのある著名人を活用した企画の実施

⑵ 事業の仕組み

①県 実行委員会

②県 民間企業

⑶ 成果指標
催事への来場者数 34,200人
本県の観光入込客数 現状（令和５年）1,357万人回 → 令和７年 1,588万人回

2025大阪・関西万博において九州７県合同による催事出展を行い、九州全体のブランドや本県ならでは
の魅力を発信することにより、万博の盛り上がりを本県に取り込み本県への誘客増等につなげる。

事業の目的

事業の概要

2025大阪・関西万博でMIYAZAKIの魅力PR事業新

令和７年度事業の期間

負担

観光推進課 ３９，０２５千円
【財源：寄附金、宮崎再生基金】

委託
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インバウンド向けの二次交通対策を強化することにより、外国人観光客の利便性向上及び誘客促進を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 宮崎空港からの二次交通対策 9,050千円（補助率：定額、1/2以内）

宮崎空港国際線発着に合わせて、空港と宮崎市内を結ぶバスの運行に
必要な経費を支援

② 県内周遊に係る二次交通対策 6,000千円（補助率：定額）
外国人観光客専用乗車券「VISIT MIYAZAKI BUS PASS」（路線バス

１日乗り放題）のデジタルチケット造成や航空会社と連携した販売促進
プロモーションに必要な経費を支援

③ 他県空港からの二次交通対策（実証事業） 26,000千円（補助率：定額）
外国人観光客の周遊促進を図るため、鹿児島空港と宮崎県内を結ぶ高速バスの運行に必要な

経費を支援するとともに、他県空港から県内へのデジタルチケットの造成・プロモーションを実施

⑵ 事業の仕組み
県 民間事業者

⑶ 成果指標
他県空港から県内への二次交通デジタルチケット造成数 令和７年度 ４種類
外国人延べ宿泊者数 現状（令和５年）11万6千人泊／年 → 令和７年 33万人泊／年

事業の概要

インバウンド向け二次交通対策強化事業新

令和７年度事業の期間

補助

観光推進課 ４１，０５０千円
【財源：宮崎再生基金】
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決算特別委員会の指摘要望事項に係る対応状況（商工観光労働部）

観光推進課

１ 決算特別委員会の指摘要望事項に係る対応状況（商工観光労働部）
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個別的指摘要望事項



【議案第10号】
令和７年度宮崎県えびの高原スポーツレクリエーション施設特別会計
予算

観光推進課

１ 予算議案（観光推進課：令和７年度宮崎県えびの高原スポーツレクリエーション施設特別会計
予算）

57

57

令和７年度当初歳出予算説明資料　【特別会計（事項別）】　　観光推進課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

観光費 3,136 3,136 県営えびの高原スポーツレクリエーション施設の運営に要
する経費
１　施設維持費 2,836 
２　指導推進経費 300 

元金 895 895 スポーツレクリエーション施設建設の起債償還元金
１　起債償還元金 895 

利子 193 193 スポーツレクリエーション施設建設の起債償還等利子
１　起債償還金利子 193 

県営えびの高原ス
ポーツレクリエー
ション施設運営費

スポーツレクリエー
ション施設元金

スポーツレクリエー
ション施設利子



【議案第11号】
令和７年度宮崎県営国民宿舎特別会計予算

観光推進課

１ 予算議案（観光推進課：令和７年度宮崎県営国民宿舎特別会計予算）
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令和７年度当初歳出予算説明資料　【特別会計（事項別）】　　観光推進課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

観光費 151,534 119,987 県営国民宿舎「えびの高原荘」の運営に要する経費
１　施設維持費 84,224 
２　指導推進経費 3,278 
３　火山活動影響等による収入減少補填補助金 32,485 

31,547 県営国民宿舎「高千穂荘」の運営に要する経費
１　施設維持費 29,675 
２　指導推進経費 1,872 

元金 846 国民宿舎元金 846 県営国民宿舎建設の起債償還元金
１　県営国民宿舎「高千穂荘」 846 

利子 32 国民宿舎利子 32 県営国民宿舎建設の起債償還等利子
１　県営国民宿舎「高千穂荘」 32 

国民宿舎「えびの高
原荘」運営費

国民宿舎「高千穂
荘」運営費



１ 予算議案（スポーツランド推進課：歳出予算総括（一般会計））

59
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令和７年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　スポーツランド推進課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

スポーツランド推進課　計 709,896 34,874 472,356 202,666 712,480 -2,584 99.6% 

  一般会計 709,896 34,874 472,356 202,666 712,480 -2,584 99.6% 

　（款）商工費 709,896 34,874 472,356 202,666 712,480 -2,584 99.6% 

　（項）観光費 709,896 34,874 472,356 202,666 712,480 -2,584 99.6% 

　　（目）観光費 709,896 34,874 472,356 202,666 712,480 -2,584 99.6% 

区分
令和７年度

当初予算額　A

財源内訳 令和６年度
当初予算額 B

対前年度比較



１ 予算議案（スポーツランド推進課：令和７年度宮崎県一般会計予算）

60

60

令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　スポーツランド推進課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

観光費 709,896 職員費 73,381 職員の人件費
１　職員費
　　職員数　　　　　　１０名

73,381 

636,515 スポーツランドみやざきを推進するために要する経費
１　推進事務費 4,155 
２　サーフランドみやざき推進事業 1,895 
３　プロ野球キャンプ環境充実強化事業 14,701 
４　スポーツランドみやざき誘客推進事業 88,506 
５　スポーツランドみやざき全県展開事業
  　（国１／２　県１／２，県単）

66,081 

６　スポーツキャンプ総合窓口等設置事業 11,204 
７　屋外型トレーニングセンター管理運営事業 52,800 

[新] ８　屋外型トレーニングセンター環境整備事業 108,000 
９　プロチームキャンプ受入環境強化事業 10,610 

[新] 10　大規模合宿・キャンプ等受入体制整備事業
  　（国１／２　県１／２）

32,940 

11　市町村スポーツ施設等整備強化事業 106,330 
12　みやざきスポーツツーリズム強化事業 33,000 
13　市町村スポーツ展開支援事業 20,000 
14　ツール・ド・九州開催事業
　　（国１／２　県１／２，県２／３　市１／３，県単）

81,411 

[新] 15　国際テニス大会誘致事業 4,882 

スポーツランドみや
ざき推進事業費



屋外型トレーニングセンターに観客席設置や東屋等の整備を実施することにより、「スポーツランドみや
ざき」のブランド力をより一層向上させ、キャンプ･合宿の延べ参加人数を増加させる。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 観客席設置工事 55,000千円

サッカー･ラグビーグラウンドの西側に観客席（600席程度）を設置

② 東屋等設置工事 21,000千円
多目的グラウンド北側に、アスリートが休息できる東屋など、利用者の

利便性及び安全性、施設の防犯性の向上を図る施設・資機材を設置

③ 駐車場整備工事 32,000千円
雨天時の水たまりの発生により、臨時駐車場での駐車が困難である現状

を踏まえ、駐車場の改良を実施

⑵ 事業の仕組み
①～③県

⑶ 成果指標
屋外型トレーニングセンター延べ利用者数 現状（令和5年度）30,638人→（令和8年度）35,000人
春季キャンプ延べ観客数 現状（令和5年度）753,347人→（令和８年度）1,000,000人

事業の概要

屋外型トレーニングセンター環境整備事業新

令和７年度事業の期間

スポーツランド推進課 １０８，０００千円
【財源：日本一挑戦基金、県債】
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県総合運動公園で実施される大規模合宿･キャンプ等に備えた交通・誘客対策を実施することにより、本
県への観光入り込み客数を増加させ、「スポーツ観光」の充実化を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容

① ライドシェア導入事業 2,940千円（補助率：1/3以内）
大規模合宿・キャンプ等の開催期間中におけるタクシー不足を解消す

るため、「日本版ライドシェア」の仕組みを活用し、一般ドライバーに
よる旅客運送の導入

② 国内外代表合宿受入実行委員会への負担金 30,000千円
WBC侍ジャパン宮崎キャンプに係る経費を、運営する国内外代表合宿

受入実行委員会へ負担

⑵ 事業の仕組み
①県 タクシー協会（各タクシー会社） ②県 国内外代表合宿受入実行委員会

⑶ 成果指標
WBC侍ジャパン宮崎キャンプ （令和４年度） 180,002人→ （令和７年度） 200,000人
春季キャンプ延べ観客数 現状（令和５年度） 753,347人→（令和８年度）1,000,000人

事業の概要

大規模合宿･キャンプ等受入体制整備事業新

令和７年度事業の期間

スポーツランド推進課 ３２，９４０千円
【財源：国庫、日本一挑戦基金、宮崎再生基金】

負担金補助
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ツール・ド・九州は、九州地方知事会と九州経済連合会などが一体となって開催する国際自転車ロード
レースであり、2025大会（第３回大会）について、本県で当該大会を開催することで、地域経済の活性化
やサイクルツーリズムを推進する。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 大会実施負担金等 57,103千円

2025大会開催に伴う設営費や選手宿泊費等
2026大会開催に伴う準備負担金

② 周知広報経費等 24,308千円
大会の事前周知
当日のステージイベント開催や警備等
ＴＶ・新聞等による情報発信

⑵ 事業の仕組み
①県 ツール・ド・九州の実行委員会
②県 （仮）大分・宮崎ステージ推進委員会

⑶ 成果指標
本大会開催に伴う経済効果 約５億円
国内外へのＳＮＳ（YouTube等）での情報発信等による本県のサイクルツーリズムの推進

事業の概要

ツール・ド・九州開催事業

令和６年度～令和８年度事業の期間

スポーツランド推進課 ８１,４１１千円
【財源：国庫、日本一挑戦基金、一般財源、その他】

○ 202５大会開催日程

○ 202３大会（第１回大会）

負担金

日付 開催内容 開催県 ステージ名
10月10日（金） クリテリウム 長崎県 佐世保クリテリウム
10月11日（土） Stage１ 福岡県 福岡ステージ
10月12日（日） Stage２ 熊本県 熊本ステージ

10月13日（月祝） Stage３
宮崎県
大分県

宮崎・大分ステージ
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事業の概要

事業の期間

国際テニス大会誘致事業新

国スポ・障スポに向けて改修を進めている県総合運動公園庭球場に国際大会を誘致・開催することで、本
県における誘客の増加及び「テニスの聖地」としてのブランド力の向上を図る。

スポーツランド推進課 ４,８８２千円
【財源：日本一挑戦基金】

⑴ 事業内容
国際大会を誘致・開催するための協賛企業募集活動費（補助率：定額）

男子の国際大会の誘致推進に係る費用 1,997千円
ターゲットとする大会 ＡＴＰチャレンジャー大会
開催日程 令和８年３月頃 １週間を予定

女子の国際大会の誘致推進に係る費用 2,885千円
ターゲットとする大会 ＩＴＦ国際大会
開催日程 令和８年７月頃 ３大会連続、３週間を予定

⑵ 事業の仕組み

県 県観光協会

⑶ 成果指標
国際大会の誘致２件
国際大会の開催による「テニスの聖地」としてのブランド力の向上

令和７年度

補助

事業の目的
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１ 予算議案（国際・経済交流課：歳出予算総括（一般会計））

65

65

令和７年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　国際・経済交流課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

国際・経済交流課　計 888,303 30,782 218,836 638,685 953,241 -64,938 93.2% 

  一般会計 888,303 30,782 218,836 638,685 953,241 -64,938 93.2% 

　（款）総務費 243,851 18,782 72,161 152,908 252,899 -9,048 96.4% 

　（項）企画費 243,851 18,782 72,161 152,908 252,899 -9,048 96.4% 

　　（目）計画調査費 243,851 18,782 72,161 152,908 252,899 -9,048 96.4% 

　（款）商工費 644,452 12,000 146,675 485,777 700,342 -55,890 92.0% 

　（項）商業費 450,861 12,000 144,675 294,186 487,755 -36,894 92.4% 

　　（目）商業振興費 1,658 0 0 1,658 1,619 39 102.4% 

　　（目）貿易振興費 114,039 12,000 32,324 69,715 135,754 -21,715 84.0% 

　　（目）物産振興費 335,164 0 112,351 222,813 350,382 -15,218 95.7% 

　（項）観光費 193,591 0 2,000 191,591 212,587 -18,996 91.1% 

　　（目）観光費 193,591 0 2,000 191,591 212,587 -18,996 91.1% 

区分
令和７年度

当初予算額　A

財源内訳 令和６年度
当初予算額 B

対前年度比較
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１ 予算議案（国際・経済交流課：令和７年度宮崎県一般会計予算）

令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　国際・経済交流課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

計画調査費 243,851 海外渡航事務費 80,569 海外渡航事務に要する経費
１　海外渡航事務費 80,569 

国際交流推進事業費 158,172 国際交流の推進に要する経費
１　海外日系人協会等負担金 300 
２　外国青年による国際理解・交流事業 19,865 
３　海外国際交流推進拠点整備事業負担金 15,000 
４　国際交流推進事務費 8,157 
５　多文化共生地域づくり推進事業 31,330 
６　海外との連携・多様な交流推進事業 2,649 
７　少年少女国際交流事業 4,017 
８　協定締結都市等との交流促進事業 5,600 
９　外国人材受入環境整備事業
  　（国１／２　県１／２，県単）

40,941 

10　｢世界とのつながり｣強化推進事業 17,313 
11　宮崎県人会活性化・ネットワーク化事業 13,000 

海外技術協力費 5,110 県費留学生の受入等に要する経費
１　世界との絆、国際協力推進事業 5,110 

商業振興費 1,658 地場産業総合振興対
策費

1,658 地域に根づいた地場産業の総合的な振興を図るために要す
る経費
１　地場産業対策推進事業 599 
２　伝統的工芸品振興事業 278 
３　みやざきの伝統的工芸品継承事業 781 
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１ 予算議案（国際・経済交流課：令和７年度宮崎県一般会計予算）

令和７年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　国際・経済交流課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

貿易振興費 114,039 貿易促進費 114,039 貿易の振興や県産品の輸出拡大を図るために要する経費
１　みやざき海外拠点運営強化事業 38,511 
２　指導推進費 4,539 
３　オールみやざき県産品輸出拡大総合支援事業 14,665 
４　｢世界の活力とりこみ｣強化推進事業 21,256 
５　「チームみやざき」による経済交流事業 11,068 

[新] ６　MADE　IN　MIYAZAKI　海外マーケット開拓事業
 　（国１／２　県１／２）

24,000 

物産振興費 335,164 335,164 県産品の販路拡大を図るために要する経費
１　県産品振興事業 161,591 
２　ふるさと宮崎応援寄附金拡大事業 72,418 
３　県産品販路全国展開推進事業 2,117 
４　県産品ＰＲイベント・フェア展開事業 51,649 
５　大阪・関西万博を見据えた県産品魅力発信強化事業 33,466 
６　世界の活力を取り込むアンテナショップ機能強化事業 6,849 

[新] ７　県産品消費拡大イベント支援事業 1,800 
８　アンテナショップ機能維持管理事業 5,274 

観光費 193,591 職員費 192,929 職員の人件費
１　職員費
　　職員数　　　　　２８名

192,929 

県外広報対策費 662 県外広報活動に要する経費
１　県外広報対策事業 662 

県産品販路拡大推進
事業費



事業者の海外展開や市場開拓をワンストップでサポートするため、「みやざき海外ビジネスサポートデス
ク」を配置するとともに、本県が強みをもつ品目の輸出促進を図り、県内事業者の海外マーケット開拓を支
援する。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 新市場開拓事業 15,000千円

北米、アジア、欧州・中東地域等で、新たな市場開拓や現地ビジネスに関する相談等の事業者支援を
行う現地サポートデスクを試行的に配置し、事業者ニーズに対応した戦略的なサポート体制を構築する。

Ｒ７ サポートデスク試行的配置 Ｒ８～ 戦略的配置移行 Ｒ９ ～新体制運用

② 重点品目輸出促進事業 9,000千円
本県が強みをもち重点的に輸出に取り組む品目の海外マーケット販路拡大を支援する。
（焼酎、発酵食等）

⑵ 事業の仕組み
①、②県 民間企業

⑶ 成果指標
海外ビジネスサポートデスクの利用総件数 現状（令和６年）０件→令和９年450件
事業を通じて開拓された海外展開案件数 現状（令和６年）０件→令和９年45件

事業の概要

MADE IN MIYAZAKI 海外マーケット開拓事業新

令和７年度～令和９年度

事業の期間

国際・経済交流課 ２４，０００千円
【財源：国庫、一般財源】

委託
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2025年の大阪･関西万博等に向け高まる関西圏の経済活力を取り込むため、県産品のポップアップショッ
プの展開やメディアプロモーション、大規模商談会出展支援など、県産品を｢知る｣｢見る｣｢買える｣機会の創
出を通じた県産品の認知度向上、販路拡大を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 県産品ポップアップショップの出店 19,174千円

・みやざき館KONNE KITTE大阪店
・大阪・関西万博で９月に実施する九州7県合同催事内

② 関西メディアでの県産品プロモーション・デジタルスタンプラリー 6,292千円
・テレビ番組等とのタイアップによる県産品メディアプロモーション
・関西の宮崎県ゆかりの店への誘客を促すデジタルスタンプラリー

③ 関西圏の大規模展示商談会への出展 8,000千円

⑵ 事業の仕組み
①、②県 民間企業 ③県 県物産貿易振興センター

⑶ 成果指標
ポップアップショップ来店者数 令和３年 1,116名 → 令和７年 ６,000名
関西圏商談会成約額 令和４年 10,262千円 → 令和７年 20,000千円

事業の概要

大阪・関西万博を見据えた県産品魅力発信強化事業

令和５年度～令和７年度事業の期間

委託

国際・経済交流課 ３３，４６６千円
【財源：宮崎再生基金】
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委託



決算特別委員会の指摘要望事項に係る対応状況（商工観光労働部）

国際・経済交流課

１ 決算特別委員会の指摘要望事項に係る対応状況（商工観光労働部）
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個別的指摘要望事項



【議案第21号】
使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例

２ 特別議案

１ 改正の理由
計量検定所が実施する計量器の検定及び検査に係る手数料について、人件費や物価高騰等

の状況を考慮し、手数料額の改定を行う。

２ 改正の内容
計量検定所が実施する計量器の検定及び検査に係る手数料について、 条例別表第２（第３

条関係）の手数料額の一部を改定する。

（詳細は、「使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例（一覧表）」のとおり）

３ 施行期日
令和７年４月１日

商工政策課
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○手数料の改定項目

【議案第21号】
使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例（一覧表）

商工政策課

金額(円)
改正後

金額(円)
改正前単位区 分

1,3001,250１個につきひょう量が１００キログラム以下のもの検出部が電気
式のもの又は
光電式のもの

質量計
（非自動
はかり）

特定計量
器検定手
数料

2,4002,350〃ひょう量が５００キログラムを超えるもの

350340〃ひょう量が１００キログラム以下のものその他のもの

4020〃表す質量が２００グラム以下のもの
分銅

240220〃表す質量が２００グラムを超えるもの

3020〃質量が５キログラム以下のもの

定量おもり又は定量増おも
り 11090〃質量が２０キログラム以下のもの

310290〃質量が２０キログラムを超えるもの

10090〃抵抗体温計温度計

12080〃口径が２５ミリメートル以下のもの
体積計（水道メーター）

200170〃口径が４０ミリメートル以下のもの

750700〃車両等装置用計量器装置検査手数料

5010〃分銅又はおもり特定計量器定期検査手数料

２ 特別議案
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【議案第21号】
使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例

１ 改正の理由
工業技術センター、食品開発センター及び機械技術センターに係る使用料及び手数料につ

いて、機器の新規導入等に伴い、所要の改正を行う。

２ 改正の内容
(1) 条例別表第１（第２条関係）の使用料額の一部を改定する。

① 機器の新規導入に伴う使用料の新設（３件）
② 機器の更新に伴う使用料の変更（３件）
③ 光熱水費等の変動に伴う使用料の変更（ 222件）
④ 老朽化した機器の処分に伴う使用料の削除（21件）

(2) 条例別表第２（第３条関係）の手数料額の一部を改定する。
① 光熱水費等の変動に伴う手数料の変更（13件）
② 老朽化した機器の処分に伴う手数料の削除（２件）

（詳細は、「使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例（抜粋）」のとおり）

３ 施行期日
令和７年４月１日

企業振興課

２ 特別議案
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○ 使用料の改定項目（主なもの）

○ 手数料の改定項目（主なもの）

【議案第21号】
使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例（抜粋）

２ 特別議案

企業振興課

① 機器の新規導入に伴う使用料の新設
金額（円）単位機械器具等の名称

4,310１時間につき分取用クロマトグラフィーシステム

1,100〃ラマン分光光度計

1,865〃３Dスキャナー（ハンディタイプ）

金額(円)
改正後

金額(円)
改正前単位機械器具等の名称

805690１時間につき電磁波解析ソフトウェア

1,575715〃ＣＡＥシステム

640610〃自記分光光度計

② 機器の更新に伴う使用料の変更

金額(円)
改正後

金額(円)
改正前単位機械器具等の名称

3,1203,090１時間につきインバータホットプレス

3,6853,665〃ＦＴ－ＩＲ顕微鏡

5,9505,935〃Ｘ線ＣＴ装置

③ 光熱水費等の変動に伴う使用料の変更 ④ 老朽化した機器の処分に伴う使用料の削除

金額(円)
改正後

金額(円)
改正前単位区 分

2,8302,775写真１枚に
つき

基本分析
（写真撮影）

電子線
マイクロ
アナライ
ザー分析 7,3507,260１点につき定性分析

3,3553,310１元素につき面分析

① 光熱水費等の変動に伴う手数料の変更

ほか219件

② 老朽化した機器の処分に伴う手数料の削除

ほか10件
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金額(円)単位機械器具等の名称

2,125１時間につき押出成形機

900〃溶出試験機

3,455〃粒度計数装置

ほか18件

金額(円)単位区 分

2,825１試料につきβ線測定
放射線量測定

9,810〃γ線測定



１ 改正の理由
県営国民宿舎及び県営えびの高原スポーツレクリエーション施設の使用料について、物価の

変動等を踏まえ使用料額の改定を行う。

２ 改正の内容
消費者物価指数等に基づき、県営国民宿舎の使用料額については25％、県営えびの高原ス

ポーツレクリエーション施設の使用料額については20％の引き上げを行う。

３ 施行期日
令和７年４月１日

【議案第21号】
使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例

２ 特別議案

観光推進課

改正後改正前区分等

７，６８０円６，１４５円通常料金和室８畳室
２人以内で使用
大人１人県営国民宿舎 宿泊使用

８，３８０円６，７０５円繁忙期料金※

８，０００円６，４００円通常料金洋室シングル
大人１人 ８，７００円６，９６０円繁忙期料金※

１，２５０円１，０４０円大人

アイススケート場
専用使用でない場合

県営えびの高原
スポーツレクリエーション施設 １，０００円８３５円高等学校及び

中学校の生徒

７５０円６２５円小学校児童

【主な改定項目】 ※繁忙期加算（大人） 改正前：５６０円 → 改正後：７００円
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ほか５９件改定
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【議案第21号】
使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例

１ 改正の理由
屋外型トレーニングセンター各施設の使用料について、物価・光熱水費高騰の状況を考慮し、

使用料額の改定を行う。

２ 改正の内容
現在、設定している各施設の使用料額を消費者物価指数に基づき、7.9％引き上げる。

【主な改定項目】

３ 施行期日
令和７年４月１日

スポーツランド推進課

２ 特別議案

改正後改正前単位区 分
円5,130円4,760４時間まで

全面サッカー・ラグビー場
円10,270円9,520４時間を超え８時間まで
円4,830円4,480４時間まで

全面多目的グラウンド
円9,660円8,960４時間を超え８時間まで
円1,430円1,330１時間につき室内練習場
円6,470円6,000２時間につき

専用使用の場合
トレーニングルーム 円28,050円26,000１日につき

円430円400１人２時間につき専用使用でない場合
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（詳細は、「使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例（一覧表）のとおり）



○使用料の改定項目

【議案第21号】
使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例（一覧表）

２ 特別議案
77

スポーツランド推進課
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１ 改正の理由
県営国民宿舎及び県営えびの高原スポーツレクリエーション施設の利用料金の上限額につい

て、物価の変動等を踏まえ改定を行う。

２ 改正の内容
消費者物価指数等に基づき、県営国民宿舎の利用料金の上限額については25％、県営えび

の高原スポーツレクリエーション施設の利用料金の上限額については20％の引き上げを行う。
【主な改定項目】

３ 施行期日
令和７年４月１日

【議案第34号】
公の施設に関する条例の一部を改正する条例

２ 特別議案

観光推進課

改正後改正前区分等

８，３８０円以下６，７００円以下和室８畳室・１人１泊につき 大人１人
県営国民宿舎
宿泊利用

８，７００円以下７，０１０円以下洋室シングル・１人１泊につき 大人１人

１，２５０円以下１，０５０円以下大人

アイススケート場
専用利用でない場合

県営えびの高原
スポーツレクリ
エーション施設

１，０００円以下８４０円以下高等学校及び
中学校の生徒

７５０円以下６３０円以下小学校児童
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ほか４０件改定
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スポーツランド推進課

２ 特別議案

【議案第34号】
公の施設に関する条例の一部を改正する条例

１ 改正の理由
屋外型トレーニングセンター各施設の利用料金の上限額について、物価・光熱水費高騰の状況

を考慮し、改定を行う。

２ 改正の内容
現在、設定している各施設の利用料金の上限額を消費者物価指数に基づき、7.9％引き上げる。

【主な改定項目】

(詳細は、「公の施設に関する条例の一部を改正する条例（一覧表）のとおり）

３ 施行期日
令和７年４月１日

改正後改正前単位区 分
円以下5,130円以下4,760４時間まで全面サッカー・ラグビー場
円以下10,270円以下9,520４時間を超え８時間まで
円以下4,830円以下4,480４時間まで全面多目的グラウンド
円以下9,660円以下8,960４時間を超え８時間まで
円以下1,430円以下1,330１時間につき室内練習場
円以下6,470円以下6,000２時間につき専用使用の場合

トレーニングルーム 円以下28,050円以下26,000１日につき
円以下430円以下400１人２時間につき専用使用でない場合
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スポーツランド推進課

２ 特別議案

【議案第34号】
公の施設に関する条例の一部を改正する条例（一覧表）
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○利用料金の改定項目



● 半導体関連産業における近年の投資活性化を受け、関連人材の育成・確保等の重要性が高まっていることから、
医療機器産業や航空機産業等の成長分野とあわせて支援を強化するため、企業振興課の食品・メディカル産業推進
室を再編し、「先端技術産業推進室」を設置する。

半導体関連産業等の先端技術産業分野における関連人材育成・確保等の支援を強化するため「先端技術産業推進室」
を設置

室 長 食品・メディカル産業推進担当

課 長 課長補佐 企業成長推進担当

工業・情報産業振興担当

技術支援担当

課 長 課長補佐 企業成長推進担当

食品・工業・情報産業担当

技術支援担当

室 長 先端技術産業推進担当

３ その他報告事項

令和7年度商工観光労働部組織改正案について（令和7年４月１日付け改正）
商工政策課

改正後現 行

【企業振興課】

【企業振興課】
【先端技術産業推進室】

【企業振興課】

【企業振興課】
【食品・メディカル産業推進室】
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